































































45 年法律第 48号）上の公衆送信権（第 23 条第 1 項）
が及ぶため，著作権制度における電子書籍の取扱いに
電子書籍の著作権制度上の課題―出版社と図書館の視点から―
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得する（第 2条第 1項第 2号，第 17条）。
著作物の利用について独占的排他的な著作権を及ぼ




























































































































いる（第 30 条〜第 49 条，第 86条）(15)。
(1) ユーザーによる利用
ユーザー本人が出版物を利用する場合に主に問題と









（附則第 5 条の 2）。また著作権を侵害してウェブ送信
されたものであることを知りながら，デジタル方式の
録音または録画する場合には私的使用の目的であって










































































は，国立国会図書館法（昭和 23 年法律第 5号）で定め
られた納本制度に基づき収集した出版物等のデジタル










































るの権利」（第 28条ノ 3 本文）と規定されていたもの






















公衆送信権が，平成 11 年には譲渡権が，平成 16年に
は書籍及び雑誌の貸与について，貸与権に関する規定






































































（Public Lending Right Act 1979）」(28)の第 5 条及び
「著作権，意匠及び特許法（Copyright, Designs and

















(5)2009 年の出版界の売上額は 2 兆 0,409 億 4,812 万円
（前年比 4.1％減）で，そのうち書籍は 9,137億 9,209万円
（同 4.2％減），雑誌は 1 兆 1,271 億 5,603 万円（同 3.9％
減）であった（出版年鑑編集部編『出版年鑑 2010 資料・
名簿編』（出版ニュース社，2010 年）12頁）。



























判所判例や高等裁判所裁判例がある（最判平成 14 年 4
月 25 日最高裁判所民事裁判集 56巻 4 号 808 頁，判例時
報 1785 号 7 頁（大阪高等裁判所判決上告審），同号 9頁
（東京高等裁判所判決上告審）；東京高判平成 14 年 11月
28日（平成 14 年(ネ)第 1351 号）（裁判所 HP）。）。
(12)加戸守行『著作権法逐条解説 五訂新版』（著作権情
報センター，平成 18年）204-205頁。
(13)作花文雄『詳解 著作権法（第 4 版）』（ぎょうせい，
2010 年）283頁。
(14)最高裁判所判決平成 5 年 3月 30 日 判例時報 1461 号
3頁，判例タイムス 820 号 65頁（智恵子抄事件）。

















案」『読売新聞』昭和 22 年 8 月 30 日 2頁；第 1回国会衆
議院文化委員会議録第 18 号（昭和 22 年 12 月 8 日）
123-124頁。
(23)社団法人日本書籍出版協会「著作権制度改正に関する
要望書・意見書（第 1次〜第 17次）」（昭和 37年 4月 12
日〜昭和 44 年 9月 11 日）〈http://www.jbpa.or.jp/nen-
shi/pdf/0402.pdf〉。
(24)文化庁『著作権審議会第 8小委員会（出版者の保護関
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